
所得指標により算出された金額②が

単身世帯で280万円以上340万円未満、65歳以上の

世帯員が２人以上の場合は346万円以上463万円未満

　

※1 40歳～65歳未満の方

40歳～65歳未満の方は、所得にかかわらず1割負担となります。

※2 所得指標により算出された金額①

※3 所得指標により算出された金額②

※4 合計所得金額

収入から公的年金等控除・給与所得控除・必要経費を控除した後の所得金額

〇負担割合証が交付される方
要介護（要支援）認定を受けている方、総合事業対象者の方

〇負担割合証が交付されたら

〇負担割合証の適用期間

【お問い合わせ先】
　　北見市保健福祉部介護福祉課
　　℡　0157-25-1144

R8.4～

介護サービスを利用したときの費用（利用者負担割合）について

　介護サービスを利用する際には、年金収入・所得状況に応じて介護サービス費の1割～3割分を利
用者の方に負担していただきます。負担する割合は下図の判定基準に基づいて決められます。

65
歳
以
上
の
方

本人の
所得指標により
算出された金額①
が220万円以上

所得指標により算出された金額②が単身世帯で340万円
以上、65歳以上の世帯員が２人以上の場合は463万円
以上

３割負担

2割負担本人の
所得指標により
算出された金額①
が160万円以上
220万円未満

所得指標により算出された金額②が
単身世帯で280万円以上、65歳以上の世帯員が
２人以上の場合は346万円以上

介護サービスを利用する際に、「介護保険被保険者証」とあわせて介護支援専門員、サービス事業者また
は施設にご提示ください。

負担割合証の適用期間は8月1日から翌年の7月31日までの1年間です。
要介護（要支援）認定を受けている方および総合事業対象者の方には、毎年7月に新しい負担割合証を郵
送いたします。
個別の申請手続きは必要ありません。

所得指標により算出された金額②が
単身世帯で280万円未満、65歳以上の世帯員が
２人以上の場合は346万円未満

１割負担

本人の
所得指標により
算出された金額①
が160万円未満

本人が市町村民税
非課税または生活
保護を受給

合計所得金額(※４)から、「租税特別措置法に基づく譲渡所得に係る特別控除額」を差し引いた金
額で、給与所得又は公的年金等に係る雑所得が含まれるときは、当該給与所得又は公的年金等所得
の合計額から１０万円を控除した金額（控除後の額が０円を下回る場合は、 ０円とする）

合計所得金額(※４)と課税年金収入額の合計から、「租税特別措置法に基づく譲渡所得に係る特別
控除額」及び「年金所得」を差し引いた金額で、給与所得が含まれるときは、給与所得からさらに
１０万円を控除した金額（控除後の額が０円を下回る場合は、０円とする）

利用者負担判定の流れ


